
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

【平成24年4月-12月授与分】博士学位論文内容の要
旨及び審査の結果の要旨

https://hdl.handle.net/2324/26199

出版情報：2013-03-29. 九州大学
バージョン：
権利関係：



― 264 ― ― 265 ―

コウ　      シン   イ
氏名・（本籍・国籍） 江　　　振　維（中国（台湾））
学 位 の 種 類 博士（芸術工学）
学 位 記 番 号 芸博甲第１３４号
学位授与の日付 平成24年9月24日
学位授与の要件 学位規則第４条第１項該当　芸術工学府　デザインストラテジー専攻
学 位 論 文 題 目 A Study of Interaction Design Prototyping Method -

A Proposal of the Thinking Process Model of Innovative Ideation and Empirical Validation

（インタラクションデザインのプロトタイピング方法に関する研究
　 革新的アイデア生成と経験的な評価の発想モデルの提案）

論 文 調 査 委 員 （主　査）　教　授　　富　松　　　潔
（副　査）　教　授　　竹　田　　　仰　　　准教授　　鶴　野　玲　治

論 文 内 容 の 要 旨



― 264 ― ― 265 ―

内091/イ一一¥¥ jfys…州
、ノ/ーへ¥ \~/)deaS 

1
 1
 1
 

、¥~一一戸---- 、ご

ノ¥J ¥/ノ¥ふnology
User Requirements /、~ーー--

Innovation Thinking Method 

図:1 

本研究の研究方法は定性研究であり、研究結果の信頼度を考えて研究方法を設計した。

研究ではまず始めに、文献資料を収集し、分析を行った後、インタラクションデザインのプロ

セスを考案した。次に考案したフ。ロセスを確認するために三回のワークショップを実施した。

さらに、このプロセスにおけるアイデアの生成方法を改良した。本研究で提案した発想モデ、ル

はインタラクションデザインにおけるアイデアの創造力を向上させることができる。異なる分

野での共同作業を促進することもできる。

図 lはインタラクションデザインのプロジェクトを中心とした図であるが、インタラ

クションデザインのデザインプロセスにおいては様々な異なる分野の専門知識を考えることも

あるので、本研究はインタラクションデザインに対する発想モデ、ルを提案するものである。こ

の発想、モデ、ルは効率的に異なる分野の知識を利用することができ、良いアイデアを生成するこ

ともできる。

Workshop 
Prototyping 

図 :2

このインタラクションデザインの発想モデルを検証するために、二つの検証を行った。

一つ目の検証法は、三回の個人インタラクションデザインのプロジェクトである。二つ目の検

証法は、三回の四人以下のグループからなるプロジェクトである。プロジェクトを進行しなが

ら、同時に資料も収集し、図 2のフローを参考にしながらこの資料を分析し、繰り返し検証を

行うことで、このインタラクションデザインのプロセスを修正し、改良した発想モデ、ルを提案

した。
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

取り込むなど、文化政策に総合政策としての色彩を持たせるようになっており、芸術文化

の振興のための取り組みが行われている。福岡市では、 2008年に f福岡市文化芸術振興ビ

ジョンJ が、 2012 年には、「福岡市拠点文化施設基本構想~J が策定された。これらの流れを

受けて、現在、新しい拠点文化施設の設慣にむけて準備が進められているところでもある。

本研究は、福岡市の事例を中心にして、地方自治体の文化政策の構造と、芸術文化活動

に対する公的支援の可能性について検討することを目的とするものである。芸術文化の振

興のために、地方公共団体に求められる役割は何であるのか、その役割を果たすためには、

どのような取り組みが実施されるべきなのか、その可能性として具体的にどのようなもの

が考えられるのかということを、福岡市の事例を中心に考察していく口

研究の内容は、福岡市の文化政策についてのものと、公共ホールの名称、を冠する演奏団

体についてのものと、大きく 2つに分類される。

前者は、文化振興を目的とした市の政策目標と、平成23年度の文化関連予算に対する分

析をもとに、文化振興を目的とする福岡市の支援行政の発現形態を分類した。福岡市の支

援行政の発現形態は、「特定の芸術文化団体に対する補助金の交付j、「文化芸術関連各種事

業の開催J、「芸術文化活動の奨励・援助」、「文化情報の提供jの5つに分類で、き、本論で

は、このひとつひとつについて、福岡市、及び、財団法人福岡市文化芸術振興財団によっ

て実施されている施策や事業内容と理念等について述べている。また、国の文化政策の構

造は、「文化の頂点の伸長Jを縦軸とし、「文化の裾野の拡大Jを横軸とすると、およそピ

ラミッド型に形成されるとした根木昭の論拠に基づき、これを福岡市の事例に応用させて、

福岡市の文化政策について構造化を図った。さらに、条例と「福岡市拠点文化施設基本構

造j を分析することによって、福岡市の設置者行政の現状の実態も明らかにしている。

後者は、福岡県における公共ホールの名称を冠する演奏団体で、ある「あいれふ弦楽四重

奏団J、「響ホール室内合奏団J、「アクロス弦楽合奏団Jと、県外の2つの演奏団体「びわ

湖ホール声楽アンサンブ、ル」、「兵庫芸術文化センター管弦楽団Jによる音楽文化創成への

取り組みに者服するものである。ホールと楽団の間には、ホールの名を冠することに関わ

る特定の結びつきがあることが予測され、当然のことながら、演奏団体は公共ホールの公

共的使命達成に関わる活動を行うために結成されたと考えられる。これらの各演奏団体に

ついて、楽団員やホール職員に対するインタビュー、事業報告書等の資料分析等を行い、

その設立の背景や理念、楽団員の構成、活動状況や実績等に対する調査を行い、それぞれ

のホールとの関係について明らかにした。また、公共性の観点から、 5つの事例の比1鮫分

析を行い、それをふまえて、公共ホールの自主事業のあり方や芸術文化活動への支援の可

能性の一端について検討した。

以上の調査、分析で明らかiこなったことを総括し、地方自治体による公的支援の可能性

の一端を示唆したD

本論文の目的は芸術文化振興のために地方自治体が行うべき公的支援の可能性について検討する

ことである。議1;命を明確にするために芸術文化の範囲を芸術音楽に限定し、地方自治体としては福岡

市を主な対匁としているo公的支援の事例研究の対匁としては、公共ホールとその名称を冠した演奏
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団体との関係に絞っている。これらの限定は研究の視野狭窄を芯味するのではなく、具体的な事例を

より深く研究し、そのことでむしろ本賀的な1泌1治に導くためのものである。

第 1立では芸術文化活動に対する公的支援の必要性を明らかにしている。執染者はその必要性を法

的根拠に求めている o その理由は、芸術文化活動の公的支援に関する法制が、歴史研究や諸外国のリ，:

例を踏まえ、かっ多くの品者の適正なな見を反映したものであり、まさに;益法で保証された国民の権

利に基づくものと見なすことができるからである。執乍:者は論文の中で様々な法令等を読み解き、分

析し、「公共財としての芸術文化j の概念をIlquに、地方公共団体のなすべき文化政策の領域・機能・

梢造について論じている。

第 2平では前市を受ける形で福岡市の文化行政を具体的対集として論じ、その文化政策の特徴を明

らかにしている。資料分析と、多くの関係者への聴き取り調査の結果、その文化政策は国際民客都市

「福岡」を実現することに主眼がiFfかれ、公共財としての芸術文化を創造・発信することについては

かならずしも充分ではないという特徴を明らかにした。また、「文化の裾野の拡張Jよりも「文化の

頂点の伸張」により多くの予算が使われていることも明らかにし、またその「頂点の伸張jが「裾野

の拡張」にかならずしもつながっていなし1点についても疑義を示している o

第 31;Lは2012年に策定された「福岡市拠点文化施設基本構想Jに反応する形で、急迷、論文の中

に取り上げたものであるO 福岡市が、公共文化施設の建設管理だけでなく、芸術文化の創造・発信を

視野に入れた設問者行政を始めようとしているからである。執庁長者はその基本構想、を読み解き、その

構想、を前向きに評価している。

第417-Lは、公共ホールとその名称を冠した演奏団体との関係について、福岡市を中心に福岡県内の

3つの引例を詳細に検討したものである。これは前市の「福岡市拠点文化施設基本構想、jに関連して、

福岡市に今後期待される具体的活動への従言と問題提起となっている。 3つの・j1:例とは、「あいれふ

ホーノレj と「あいれふ弦楽四重奏団J、「轡ホーノレ」と「料室内合奏団J、「アクロス福岡Jと「アクロ

ス弦楽合奏団」である。公共ホールの名称を冠した演奏団体は当該ホーノレとの密接な関係があると考

えられ、その公共ホールの芸術文化活動の公的支援の根幹を成していると執筆者は予測した。結果と

してはホールと演奏団体の関わりは様々であり、アクロスの例を除いて公的支援の根幹を成している

とは言えない。中でも支援が充分で、なかった「あいれふ弦楽四重奏団Jは、楽団員の努力にもかかわ

らず、設立後 10年でその活動を終えた。料室内合奏団と響ホーノレとの関係には距離があり、基本的

には外部団体の扱いである。定期演奏会も響ホーノレで、の開催が不可能な場合もある。「アクロス弦楽

合奏団」のみはホールの手厚い支援を受けている。ただ、楽団員の構成や年 1回のみの定期演奏会だ

けでは、一般的な「買取りJ公演との差別化は困難で、福岡における「芸術文化の創造・発信Jとし

て機能しているかについて執乍者は疑義を呈している。

結論として、例えば「福岡市拠点文化施設基本構想、jに盛られたような芸術文化の創造・発信を可

能にするためには、公共ホールによる演奏団体支援が非常に重要であることを明らかにしている。そ

の具体的方法を策定するための基本となる考え方を、公的支援の必要性の法的根拠と、 jJr例研究とに

よって明らかにしている。研究は多くの文献資料と丹念な聴き取り調査に基づくものであり、論述と

して価値があるだけでなく、具体的な提言になっている点についてもj¥':jく評価できる。学位審査を厳

正に実施した結果、本論文が博士(芸術工学)の学位授与に値するものと認める。
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
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一ト調査を実施し、その結果の分析と問題点の抽出から、各地下鉄の出入口エリアに設

置されている環境装置の現状を探った。また、上述の 16個の地下鉄出入口エリアに設

置されていた環境装置に対する一連の調査結果の比較分析から、共通点と相違点を見出

した。これらの分析の結果を基に、地下鉄出入口エリア環境装置における現状の課題を

明らかにし、解決の方向性を導き出した。現状の課題には、日都市地下景観への影響目、

日ユニバーサル環境への対策不足。、日分布の偏川、日双方向情報システムへの配慮目、日

情報の不足と連続性の分断目、日利用行動への対策不足。、日維持管理の不足日の 7項目を

導き、その解決の方向性として「環境特性の把握」、「分類特性の対応」、「配置の方法の

充実」、「メンテナンスの計画」の 4項目を抽出した。

次に、上述の調査及び分析結果から得られた知見を検証するため、事例検討を通して、

16カ所から商業地区、生活地区それぞれの代表する福岡市地下鉄空港線天神駅と唐人

町駅の出入口エリアを選定し、その歴史、人口・世帯、交通などの地域特性に関する調

査をしたうえで、実態調査で得られた解決の方向性の検討を行い、天神駅と唐人町駅の

出入口エリアにおける環境装置に関する配置を提案した。以上の研究結果に基づき、日

中の商業地区と生活地区地下鉄出入口エリアでの環境装置の配置計画を進める際の共

通対応と個別対応を整理した。

共通対応は「都市の地域特性の把握」、「地下鉄出入口エリアの環境特性の把握」、「地

下鉄出入口エリアの環境装置の分布特性の対応」、「地下鉄出入口環境装置の配置方法の

充実」、「地下鉄出入口環境装置の維持・更新するためのメンテナンスの計画」の 5つの

項目にまとめ、それぞれの項目別に対応すべき指針を導出した。例えば共通対応におけ

る「地下鉄出入口エリア環境特性の把握」では、地下鉄出入口エリア周辺施設特性の検

討、地下鉄出入口エリア空間構成特性の検討をする必要がある。「地下鉄出入口環境装

置の分布特性の対応」については、対象地下鉄出入口エリアの周辺施設特性から、分布

の種類の検討、環境装置の集約化による充実、対象地下鉄出入口エリア空間構成特性か

ら設置場所の検討、双方向型分布の差別化、集中型分布の統合に配慮すべきである o r地
下鉄出入口環境装置の配置方法の充実」では、高齢者や弱者達への配慮、人間行動の対

応、交通手段の対応、ハードの多様化、装置の基準化、情報連続性への検討、国際化へ

の対応、安全性への考えなど、配置計画を立てる上での指針を導いた。また、個別対応

では、周辺の施設特性や地下鉄出入口エリアの空間構成特性などの「商業・生活環境特

性の把握」と周辺施設への対応や地域・地区の個性を考慮した環境装置など「地下鉄出

入口エリアの環境装置の分布特性」、乗換えや地域言語の対応した「地下鉄出入口エリ

アの環境装置の配置」に関する検討すべき指針を明らかにした。

以上、実態調査の結果と事例研究から地下鉄出入口エリアの環境装置の配置計画のコ

ンセプト「都市の顔」、「使いやすい地下鉄」を見出し、「地域特性の把握」、「環境特性

の把握」、「分布特性の対応」、「配置方法の充実」、「メンテナンスの計画」の 5つの配置

計画における段階的計画プロセスの提案に至る、地下鉄駅の環境特性と地下鉄出入口エ

リアの環境装置の配置特性との対応を考慮した配置計画方法を導くことができたD
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

本論文は、地下鉄周辺の地域特性や環境特性と地下鉄出入口を構成する環境装慣の種類と配

ìi~l:の関係に着目し、日本と中国の商業地区(中心市街地)と生活地区(住宅地を中心とした郊

外)の地下鉄駅の事例比較を通して、環境特性と環境装部との関係性の共通点と相違点、そし

て解決すべき課題を明らかにし、その解決方法を探ることから、日中両国の商業・生活地区の

環境特性に適用しうる地下鉄出入口エリアの環境装控類の配慢計画の方法を導くことを目的と

したものである。

本研究の比較事例の対象は、日中間の姉妹都市の中から各国内での位霞づけが類似し地下鉄

が整備されている、商業の大都市である大阪市(日本)と上海市(中国)、そして中核都市の福

岡市(日本)と広州市(中国)の4つの都市を取り上げている。さらに調査対象の地下鉄駅は、

4都市の新旧の地下鉄2路線から商業地区と生活地区の駅、合計16カ所を選定している。これ

ら16カ所の地下鉄出入口エリアの環境装置類の分布状況などの実態調査の比較分析から現状の

課題を見いだし解決の方向性を導き出している。現状の課題には、「都市地下景観への影響」、「ユ

ニバーサル環境への対策不足J、「分布の偏り」、「情報の不足と連続性の分断」、「利用行動への

対策不足J、「維持管理の不足」の 7項目を導き、その解決の方向性として「環境特性の整理J、

「分布特性の対応j、「配置の方法の充実」、「メンテナンスの整理」の 4項目を提示している。

そして16カ所から商業地区、生活地区それぞれを代表する福岡市の天神駅と唐人駅の地域特

性を踏まえた配慌計画の提案を行い、実態調査で得られた解決の方向性の検証を行い、商業地

区と生活地区での環境装慢の配置計画を進める際の共通対応と個別対応を整理している。共通

対応としては、 「都市の地域特性の把握J、 「地下鉄出入口エリアの環境特性の把握」、 「地

下鉄出入口エリアの環境装置の分布特性の把握j 、 「地下鉄出入口エリア環境装置の配置の検

討Jそして「地下鉄出入口環境装置の維持・更新するためのメンテナンスJの5項目に整理し、

それぞれの項H別に対応すべき事項、例えば「地下鉄出入口エリア環境装置の配置の検討j に

おいては、高齢者や弱者への配慮、人間行動の対応、交通手段の対応、ハードの多様化、装置

の基準化、地域特性に応じた環境装置の提供、情報の連続性への検討、国際化への対応など、

配置計画を立てる上での指針を導いている。個別対応では、周辺の施設特性や地下鉄出入口エ

リアの空間構成特性などの「商業もしくは生活環境特性の把握Jと周辺施設への対応や地域・

地区の個性を考慮した環境装置など「地下鉄出入口エリアの環境装置の分布特性」に関する検

討すべき指針を明らかにしている o

以上、調査分析の結果と配置計画提案の検証から地下鉄出入口エリアの環境装置配置計画の

コンセプト「都市の顔」と「使いやすい地下鉄j を提示し、配置計画の検討手順を整理してい

る。共通対応で導いた 5項Hが配置計画手順の基本に据え、ステップ 1 地域特性の把握、ス

テップ2 環境特性の把握、ステップ3 分布特性の把握、ステップ4 配置方法の整理、そ

してステップ5 メンテナンスの計画への段階的計画プロセス提案に歪る、都市の環境特性と

地下鉄出入口エリアの環境装置類の配霞特性との対応項目を総括して独自の配霞計画方法の構

築に結びつけている。

以上のように本論文は、既に国際会議等で採択された学術論文を含む研究成果に結実してい

おり、地域性や環境装慢の分布状況が異なる地下鉄出入口エリアの実践的な配置計画およびデ
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ートヒーターの可能性を検討した研究はない。そこで本研究では、これらの課題について検討を行

うことを目的とした。(第 1章)

第 2章では、シートヒーターが加温初期に温冷感・快適感に及ぼす効果、及び室温の違いが快適

条件に及ぼす影響について、被験者実験により検討した。実験条件は、室温 4水準 (5・10・15・20
0C)

とシートヒーターの ON/OFFの組み合わせ、計 8条件 (X8名)とした。

実験の結果、シートヒーターは寒冷環境(室温 15
0C以下)において、加温初期の温冷感・快適性

を短時間で向上させる効果的な暖房装置であることが確認された。一方、室温 20
0

C以上ではシート

ヒーターは快適感を悪化させるため効果がなかった。また、シートヒーターを使用することで、手

背・足先の皮膚温が上昇(または低下が抑制)され、室温 15、20
0

Cでは足の温冷感も上昇した。寒

冷環境では、手・足が不快の要因となりやすいことから、このような手・足の皮膚温・温冷感の改

善も快適性の向上につながったと考えられる。

シート接触部の至適温冷感は、室温が低いときほど高かった。それに伴い、シート接触部の至適

皮膚温も室温が低いときほど高くなった。部位間の比較では、背面と座面とで至適温冷感には差が

認められなかった一方、至適皮!葡温は座面より背面のほうが高かった。実験により得られた背面/

座面の至適皮膚温は、室温 5・10・15・20
0Cにおいて、それぞれ 35.5/34. 3・35.2/34.3・34.3/33.1・

33.9/32.3 oCであった。

第 3章では、室温 15
0

Cの環境でシートヒーターを部位別に加温する実験を行い、シートヒーター

の加温部位の違いが定常時の温冷感に及ぼす影響について検討した。実験条件は、加温無し、背面

の加温、啓部の加温、大腿の加温、座面(啓部+大腿)の加温の計 5条件 (X8名)とした。

その結果、シート背面の加温に比べシート座面の加温のほうが全身温冷感の向上に効果的である

ことが示された。一般にシートでは座面のほうが背面に比べ人体との接触面積(加温面積)が大き

く人体の加温効果が大きいことに加え、以下の 2点もその要因と考えられた。 l点目に、座面(啓

部・大腿)のほうが背面(背)に比べ低い皮腐温でも媛かさを感じるためである口座面と背面を同

じ温冷感とするためには、背面の皮膚温を座面に比べ約 l
OC高くする必要があることが明らかとな

った口 2点目に、背面の加温が背温冷感の向上にしか寄与しないのに対し、座面(轡部・大腿)の

加温は直接加温した部位だけでなく非加温部位の温冷感も向上しうるためである。第2章において、

シートヒーターを使用した際に手・足の皮膚温が向上したのも、主に座面の加温効果によるものと

推測された。

第 4章では、まずシートヒーター及び足元加温装置が定常時の温熱快適性に及ぼす影響について

被験者実験により検証した。実験条件は、室温 2水準、シートヒーターの ON/OFF、足元加温装置の

温度 3水準の組み合わせ計 12条件 (X8名)とした。その結果、シートヒーター・足元加温装置と

も、寒冷環境において被験者の皮膚温・温冷感・快適感を向上させる有効なデ、バイスであることが

確認された。

次に、この実験結果からシートヒーター(シート表面温度 370C)及び足元加温装置(足元作用温

度=室内作用温度+20
0

C) を使用した際に全身温冷感が中立となる室内作用温度を求めた。その結

果、シートヒーターの使用により 3
0C、足元加温装置の使用により 30C、両装置の同時使用により 60C

室内作用漏度を下げても全身温冷感を中立に保てることが明らかとなったD

更に、この結果を用い自動車トータルでの必要暖房エネルギーを試算した。その結果、シートヒ

ーター・足元加温装置の使用が自動車暖房エネルギーの削減に有効で、あることが確認された。試算

を行った条件(外気温 OOC・2名乗車・走行時)では、足元加温装置の使用で 310W、シートヒータ
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てることが明らかとなったo この結果を用い自動車トータルでの必要暖房エネルギーを試算したD

その結果、シートヒーター・足元加淑装慢の使用が自動車暖房エネルギーの削減に有効で、あることが

確認された。

本研究により、シ)トヒータ}は寒冷環境において 混冷感・快適性を短時間で向上させる効果的

な暖房装位であることが示された。また、シートヒーターの使用は沼気自動車等の課題となっている

暖房エネルギーの削減に有効な対策となることを明らかにした。よって、本論文が博士(工学)の学

位を得るに値するものであると判断した。
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